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平成２４年度 第７回 経営協議会（持ち回り）議事要録 

  

 

日 時： 平成２５年１月１０日（木）～平成２５年１月２１日（月） 

場 所： 書面審議（持ち回り）による 

出席者：【委 員】 山内学長 

天野委員、大塚委員、北尾委員、中島委員、新井委員、木川委員、  

安田委員 

大芝委員、落合委員、小川委員、山部委員、糟谷委員、林委員 

    【陪席者】 松本理事、渡邊監事、二村監事 

 

 下記の議事については、緊急に審議を行う必要があったため、書面審議（持ち回り）に基づ

き行った。 

 

 

審議事項１．平成２４年度大学運営経費予算第２次補正について 

平成２４年度大学運営経費予算第２次補正について、議案書に基づき審議を行った結果、

原案どおり承認された。 

 なお、審議の過程において、委員等から以下の質問があった。 

 

 

 

 

 

（回答） 

   本学では、給与改定臨時特例法に基づく国家公務員の給与削減額と同等の給与削減

措置を平成２４年４月からの実施ではなく平成２４年７月から実施したこと、また、

期末手当の減額措置を行わなかったことから、４～６月分給与及び期末手当に係る影

響額、約２億円が持ち出しとなっている。 

   この結果、役員・常勤・非常勤職員分の人件費執行見込額が、予算額と比し約１億

２千万円超過することとなったため、増額補正するものである。 

また、退職手当については、第２期中期目標期間の６年間における退職手当所要見

込額を基に、その平均額が運営費交付金予算額として措置されているため、毎年度退

職手当執行見込額との間に乖離が生じている。 

平成２４年度は、運営費交付金算定上の退職手当の額を基に、自己都合等の退職者

の退職手当を見込んで当初予算額約６億３千万円計上したが、平成２４年１２月末現

在の執行見込額が、約４億１千万円であったため、その差額の約２億２千万円を減額

補正するものであり、退職予定者が現在の職に留まることはない。 

       なお、最近３ヶ年における退職手当予算の執行状況は、次表のとおりです。 

 

１．人件費支出に関して、「役員・常勤・非常勤職員」の人件費は増額し、「退職手

当」を減額することとなっているが、それぞれについてその理由を説明されたい。

  （役員・職員の人件費が増えて退職手当が減るということは、退職予定であった職

員が辞めずに、しばらく現在の職に留まるということか。） 
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＜参考＞最近３ヶ年の退職手当予算額と執行額 

年 度 運営費交付金予算額 執行額 

平成２２年度 約５億２千万円      約５億９千万円 

平成２３年度 約５億２千万円      約７億２千万円 

平成２４年度 約５億２千万円      約４億１千万円（見込） 

   

 

 

 

 

（回答） 

     申請件数としては６２件あったが、これらのうち下記の理由によるもの２４件を除く、 

３８件全てを採択している。 

なお、採択事業３８件の申請総額は２００，１９０千円であったが、配分予定額  

は総額で１７３，００４千円となっている。 

 

              ・学長、副学長経費で対応            ６件 

              ・他の学内予算で対応              ４件 

              ・既存設備で対応                ３件 

              ・復興関連事業など文科省への要望内容と重複  １１件 

                        計            ２４件 

 

     

 

 

 

 

（回答） 

         大学戦略推進経費は、本学の教育研究を向上させるための経費として、各部局から提

出される事業計画を基に、大学全体の活性化に繋がることが期待できる事業に予算措置

することとしており、当初予算に計上した大学戦略推進経費（１億２千万円）において、

下記６つの申請区分のうち、「① 教育研究の戦略的推進（教育研究拠点形成）」「② 

教育研究の戦略的推進（教育研究改革・改善）」に関るプロジェクトを中心に予算を措

置（２３件、約１億１千万円）している。 

      一方、教育研究プロジェクトを優先するため、教育研究の設備充実や環境整備である

「③ 教育研究設備の充実」～「⑥ 大学運営の改善・充実」にかかる事業については、

当初予算では予算措置できていない。 

このため、今回の第２次募集において、③～⑥に集中して申請が行われたものであり、

いずれも本学の教育研究を向上させるために有効な事業である。 

 

２．「大学戦略推進経費（第２次募集分）に係わる採択事業（予定）」について、その

応募状況及び採択状況等はどうなっているのか。 

３．「大学戦略推進事業」と銘打っているが、内容のほとんどが事務機器の購入と営繕

関係の経費であり、「戦略推進」の観点からの事業が見受けられない。大学にとっ

て中長期の重要な戦略的施策への投資が欠落していないか（例えば、「全学情報化

グランドデザイン」プロジェクトへの初期コンサルティング投資等）。 
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大学戦略推進経費の申請区分は次のとおり。 

① 教育研究の戦略的推進（教育研究拠点形成） 

② 教育研究の戦略的推進（教育研究改革・改善） 

③ 教育研究設備の充実  

④ 教育研究環境の整備  

⑤ 海外研修・実情調査  

         ⑥ 大学運営の改善・充実  

  

 

 

 


